
 

 

 

 

 

 

国から地方への税源移譲を実現すること。 

 

12 年 4 月に「地方分権一括法」が施行されたが、肝心の地方税

源の充実確保は依然として先送りされている。真の地方自治とは、

地方自治体が自らの財源と自らの責任に基づいて行財政運営を行

う「地方主権」を確立して初めて実現できるものである。 

国からの移転財源である地方交付税や国庫支出金に大きく依存

する現行の地方税財政制度を改め、地方への税源移譲の実現を図る

べきである。 

また、その移譲にあたっては、首都圏の再生や環境対策など膨大

な財政需要に的確に対処するため、東京をはじめ大都市への税源配

分に十分配慮すべきである。 

 

１ 国と地方の税源配分を抜本的に見直し、消費税や所得税等か

ら、地方消費税や住民税等への税源移譲を速やかに実現するこ

と。 

２ 国庫支出金については、地方行政に対する国の関与を縮小する

観点から、国庫補助金は基本的に廃止し、国庫負担金は真に国が

義務的に負担を負うべき分野に限定するなど、積極的に整理合理

化を図ること。 

３ 地方交付税制度については、自主的・自立的な行財政運営を確

保する観点から、地方交付税制度が本来果たすべき役割、交付税

総額の真に必要な水準までの縮減などについて、抜本的な見直し

を行うこと。 

 

 

 税財政制度の抜本的見直し 


